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卒業論文要約
日本農業の未来
石関　愛子
序論
　現在の日本農業は、農業就業者の減少と高齢化、農業の兼業化、生産性低下、
耕作放棄地の増加など、深刻な構造的問題を抱え、脆弱化が懸念される。
　2013 年 7 月に交渉参加を決めた TPP（環太平パートナーシップ協定）により、
日本農業の転換期が訪れていることを受けて、本論では、日本農業の未来を見据
え、日本農業を活気のある産業へと成長させるために、いかなる改革政策を打ち
出していくべきかを論ずる。
　
第１章　日本農業の歴史と現状
第 1 節　日本農業の食料需給
　2010 年、国内総生産における農業総生産の割合は戦後の 9 パーセントから 1
パーセントへ、また農業就業者の割合は農地改革直後（1950 年）の 45 パーセン
トから、2010 年には 3.4 パーセントまで年々縮小している。日本農業の縮小と
共に、農産物海外依存度は高まっており 2010 年の農産物輸入額は、538 億円 ( 総
輸入額の 7.9%) を占めており、農産物輸出額が 32 億円であるため農業の輸入比
率の高さが目立つ。日本の農産物輸入額は世界第 4 位であるが、農産物輸出額が
極めて低いため 1984 年以降、世界最大の農産物純輸入国となっている。
第 2 節　現代農業の抱える課題
　日本の農業は、農家による小規模経営を特徴とし、品種改良、機械化、農業生
産技術の向上などにより戦後生産性をあげてきた。一方、最近は農業就業者の減
少と高齢化、農業の兼業化、耕作放棄地の増加など、深刻な構造的問題を抱えて
いる。農家一戸あたりの生産性も所得も大きく減少しており、特に農業を主業と
する農家数の減少は激しい。政府の手厚い農業保護は主として生産性の低い小規
模経営、兼業副業農家の生計維持をサポートする結果になり、日本農業の構造的
問題を助長していると言える。
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第 3 節　戦後農業政策の変遷
　1945 年の敗戦後、食料難のために農業は最重要産業として位置づけられ、
GHQ 指揮の下、農地改革により地主的土地所有から自作農的土地所有へと大き
く変革し、寄生地主制は根本的に解体された。1952 年、自作農の地位の安定と
農業生産力の増進とを図ることを目的とした、「農地法」が制定され、その結果
多くの零細農家が誕生し、結果的に将来の規模拡大といった農業生産拡大への途
を閉ざすことになる。1960 年代高度経済成長期に入ると、工業化の進展が農業
に影響を及ぼし始め、1961 年「農業基本法」が制定され、農業の生産性向上お
よび農業従事者の所得拡大を目的に、家族農業経営・自立経営の育成促進、農地
保有合理化などの構造改革が進んだ。同法は、高度経済成長や輸入自由化への対
応とされたが、実際は、この時期を境に、農業従事者や耕地面積の減少、食料自
給率の低下などが目立ち始め、日本農業の衰退が始まったのである。そして食生
活の変化に伴い、1960 年代後半より深刻な「コメ余り」に直面し、1970 年にコ
メの生産調整、つまり「減反政策」を開始したのである。政府は農家にコメの作
付面積削減を要求し、そういった「減反」に対し補助金を支払うことによりコメ
の生産量を抑制し、需給と価格の安定を図った。この生産調整は農政方針の大き
な転換であり、高関税・輸入制限と共に四十余年後の現在まで農業政策の基本と
なった。
　
第 4 節　農業保護の実態
　戦後の農業政策は、「農家の保護」を掲げ、生産性を無視した小規模自作農保
護政策が続いた。この政策は（本来なら生産性が低く維持できない）農地の維持
を可能にし、便益を受けた小規模農家の票を政治家に提供した。また保護政策実
施に関する裁量権を官僚に提供、そして農家との取引を独占する農業協同組合（農
協）に莫大な利益を提供する構造となっていた。高度経済戦前の小作制度に戻る
事のないよう成長期には、農地の転用売却価格は農業の生涯所得をはるかに上回
り、農村に農外所得をももたらした。補助政策により安定を得た圧倒的多数の小
規模農家は、効率の高い農業を追求するより、資産としての農地を守る「農地維
持的農業」を続けることとなった。農地改革によって細分化された農地を拡大す
ることはできず、減反政策は「小規模農家の維持」には成功したが、生産性の高
い大規模農家を育成することはできなかった。そのため農業生産性は衰退し、農
業所得の低さから新規労働力を得ることができず、現代農業の課題となってい
る、就業人口の減少と高齢化、農地の減少、耕作放棄地の増加などを招くことと
なった。
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第 2 章　直接支払制度
第 1 節　日本における政策
　日本の農政は、高関税・輸入制限による高価格支持で農家を守ることを主とし
てきたが、WTO 体制下において、価格支持政策や各種生産政策の方向転換を余
儀なくされる。現在では直接支払制度への転換の重要性が論議されつつある。
　その一端として政府は 2007 年には水田・畑作経営所得安定対策（品目横断的
経営安定対策）を開始し、意欲と能力のある担い手を中心に	大規模経営への土
地集積を進めようとした。この政策は農家や農業関連団体などから「小農切り捨
て」と批判されたが、2010 年選挙に大勝した民主党が掲げる戸別所得補償制度
として継続された。主目的は販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対
象にした農家への直接支払い制度であり、農業政策上の大きな転換を迎えること
となった。2013 年現在においては、戸別所得補償制度から経営所得安定対策と
名称を変更し、昨年と基本的に同様の仕組みで実施し、本格的な見直しについて
は 2014 年に向けて行っていく見通しである。
	
第 2 節　欧米の直接支払制度との比較
　EU では、1960 年代から長く共通農業政策（CAP）と呼ばれる輸出農家への補
助金制度が実施されてきたが、近年この制度の多大な社会的費用と非効率性が認
識され、直接支払制度の導入が始まった。現在では「単一支払」を基本として、
面積あたり単価を作目や品目にかかわりなく固定し、支持価格引き下げの補填を
導入した。
　一方、米国のシステムには、EU 的な直接支払と市場価格により変動する補助
金制度がある。後者では、融資決定の際、仮定に使われた収穫時の推測市場価格
と実際の価格との差額をベースに補助金が支払われる。近年では穀物価格の上昇
に伴い、重量単価一定の直接支払の比率が拡大している。また、直接支払いとは
別に作物収入保険の割合も大きくなっている。
　アメリカと EU の直接所得補償はいずれも、支持価格を引き下げる一方、農家
の収入を直接支払いで補填することから端を発し、農産物の国際競争力強化する
ための補償である。この直接支払いの設計には助成を行うとともに市場メカニズ
ムを最大限活用し農家が自ら経営能力・収益性を高めるインセンティブを与える
ことを主眼としてきた。	
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第 3 章　TPP と日本農業
　
第 1 節　TPP 参加による日本農業への影響
　環太平洋パートナーシップ（TPP）交渉参加国の規模は世界経済の約 3 分の 1
を占める経済圏であり、少子高齢化などにより国内市場の縮小が見込まれる日本
は、TPP を通じてアジア太平洋地域の経済成長を取り込むことが重要である。
　2013 年 3 月、政府は、TPP による関税撤廃の経済効果について政府統一試算
を公表した。この試算では、“ ①関税撤廃の効果のみを対象とする、②関税は全
て即時撤廃する、③追加的な国内対策を計算に入れない ”（内閣官房 HP）とい
う仮定のもと、2013 年 3 月時点の TPP 交渉参加国 12 か国が関税を全て撤廃し
た場合の経済全体への効果と農林水産業の国内生産額への影響を算出した。この
試算により、“ 関税撤廃に伴い、農林水産物の生産額が 3.0 兆円減少するものの、
その生産減少額も含めたトータルの数字として、日本経済全体では、実質 GDP
が 0.66%、3.2 兆円分底上げされる ”（内閣官房 HP）という結果になった。政府
はさらに、交渉には各国のセンシティビティがあることから、すべての関税を完
全撤廃することは約束しないとし、農業が一時に多大なダメージを受けることの
ない交渉をすることを公言している。特に重要 5 品目とされるコメ、麦、牛肉・
豚肉、乳製品、砂糖の関税を高く保ち、国内農業を保護する意向を示している。
　
第 2 節　政府による農業構造改革
　政府はさらに関税撤廃か否かに関係なく、TPP 交渉参加が農地集約化、大規模
農家を軸とした農業の生産性向上・競争力強化を図る改革策定実施のきっかけと
なる事を希望していると思われる。安倍首相は「農業の構造改革を進め、成長産
業とする」と主張し、5 年後の 2018 年度に生産調整（減反）を廃止する方針を
正式決定した。1970 年の導入以来、約 40 年間で 7 ～ 8 兆円規模の国費が投入
されてきた減反政策の廃止により、農政の大転換を図る。
　
第 4 章　これからの日本農業のあるべき姿
第 1 節　農業構造改革
　日本政府は	高関税・輸入規制・減反を中核にした高価格支持で農業を保護し
てきた。このシステムは消費者である国民全体に高い負担を強い、農家へは生産
性向上より農地維持のインセンティブを与えてきた。その結果農業生産性の低い
兼業・副業農家が保護され、主業専業農業従事者は逆に極端に減少してきた。農
協は主に兼業農家をサポートし、この補助体制を維持することにより農協自身が
拡大してきた。
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　日本農業の未来を支えていくためには、まず、価格支持から直接支払い補助制
度に移行していく必要がある。価格支持政策は国民に高額の負担を強いるだけで
なく、価格支持の補助金効果はすべての農家に効果が及び、減反政策や農地政策
とあいまって生産性の低い兼業農家の農地維持をサポート、生産性の高い大規模
農業の成長を妨げている。それに対し、直接支払いは国内価格を下げ消費者の負
担を大きく減少させる上、補助対象を生産性の高い（あるいは向上努力をしてい
る）農業者に焦点を会わせることが可能である。そうすることで、従来の消費者
負担額より少ない金額で農業保護を財政負担に置き換え、保護コストの削減を図
ることができると考えられる。アメリカや EU では価格支持から直接支払いに移
行し、こういったメリットを享受している。
　
　直接支払い制度と共にさらに薦められるべきは企業の農地取得や農業生産法人
への出資要件の緩和、農地の売買や貸借許可を担う農業委員会の改革などの規制
緩和であろう。最近はこれまでに取られた農業生産法人の要件緩和もあり農地を
集約した大規模な法人の農業参加が増えつつある。リース方式による企業参入が
増えてきていることを踏まえ、更なる規制緩和による農地の一層の集約や経営の
自由度が求められる。	
　
　また兼業農家のサポートをしてきた農協からの脱却も必要であると考える。
2010 年の「農林業センサス」によると、小規模な農家が農協に出荷する割合は
73.6% である一方、大規模な生産法人の同割合は 48.6% と半数を切っており、規
模が大きいほど「脱・農協」の動きが強いことがよくわかる。
第 2 節　輸出競争力の強化に向けて
　政府の農業改革案により農地保有の規制緩和が進んだ場合、これからの日本農
業の担い手がいかにその農地を有効活用できるかが重要となってくる。そこで、
農業超大国であるオランダの農業を例に日本農業の未来について考える。
　オランダの国土面積は日本の 11% と小さいにもかかわらず世界第 2 位の農産
物輸出国となりえた理由は、集約化・機械化により農業の生産性を高めてきた
からである。特に、施設栽培で高い技術力を持っており、IT により温度や湿度、
二酸化炭素濃度などを制御し、収穫時においても機械を有効に使い自動化を進め
ることで、均一な品質の農産物を、安定的に生産・出荷することを可能にしてい
る。オランダにも以前は農業を独占的に支配する農協組織があったが、農地の集
約により大規模経営が増え、農協を通さない取引が増えることで、農協は消滅し
た。日本においても今後、農地の流動化を加速させ、農業の大規模経営を拡大す
ることで、農協ありきの日本農業からの脱却をすべきだろう。
　そして、これからの日本の農産物輸出について考えるとき、現在の主要輸出先
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であるアジア市場と、TPP 参加に伴う関税撤廃のメリットが期待できる参加国市
場の需要をいかに取り込めるかが重要である。
　2012 年における日本の農産物輸出金額上位 20 か国のうち 11 か国がアジア圏
であり、輸出額では全体の 67% を占める。アジア向けの輸出増加の背景には、
近年のアジア諸国における所得増加が挙げられる。日本の農産物は、味や見た目
のほかに、安全な食材というイメージがアジア市場に浸透しており、他国産に比
べて多少高価であっても、高所得層を中心とした需要は拡大している。今後も、
アジア諸国の高成長を見込むと、日本の農産物に対する需要は高まると考えるこ
とができ、また TPP 市場における需要開拓の余地を秘めているため、農産物輸
出に対して意欲と能力のある事業者の育成が重要だ。
	
結論
　戦後の日本農業は、農地法で農地改革の成果を守りつつ、食管法でコメ流通の
国家管理を維持しながら高度経済成長期を迎えた。戦後 10 年で食料難も一段落
し経済が拡大成長基調に移行すると、非農家に対する農家の所得が相対的に低下
していき、所得格差が生まれた。したがって農業基本法により対策がとられたも
のの、機械化による労働力の大幅削減にともなって農村労働力が都市部へ流失
し、結果的に農業従事者の高齢化、兼業化、農地面積の減少、耕作放棄地の増加、
食料自給率の低下など現代農業が抱える課題を招く要因となった。
　そして 1960 年代後半から深刻なコメ余りに直面し、1970 年に生産調整、つ
まり減反政策が始まった。このコメ政策は価格を維持し、また貿易自由化された
際も高関税をかけることで二重で保護してきたものの、農家の脆弱化を加速させ
る要因にしかならなかった。
　日本農業を活性化するには、生産性を向上させ、輸出により海外市場を開拓せ
ざるを得ない。高齢化と人口減少で縮小する一方の国内市場を関税で守るだけ
では日本農業は衰退するばかりである。したがって、貿易相手国の関税を撤廃
し、輸出をより容易にする TPP などの貿易自由化に積極的に対応していくべきだ。
TPP 参加は日本農業のために必要であり、その際の正しい政策は、減反廃止、関
税撤廃、大規模農家などに限定した直接支払の 3 つである。
　減反廃止により米価を下げれば兼業農家は農地を貸し出すようになる。そして
大規模農家など対象者を絞って直接支払を交付すれば、その地代負担能力が上
がって、農地は集積・拡大し、コストが下がることで生産性を向上させることが
できる。
　日本の農産物は高い品質で世界的に評価されている。競争力を阻害してきた農
政を改革すれば、日本の農産物は品質と価格の両面で世界の消費者から高い評価
を受ける可能性は十分にある。
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　したがって、これからの日本農業は、農業規制を見直し大規模農家や農業法人
を育てることで農業活性化を促し、輸出力・競争力を高めていくべきである。
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